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JR 鷹取波を採用した。JMA 神戸波および JR 鷹取波のいずれにおいても、X 方向に NS 成分を、
Y 方向に EW 成分を入力することとした。以下、各実験条件で意図した検証内容を説明する。 
i) 2019 年 1 月 31 日と 2 月 1 日の実験／Phase 1 
A 棟は免震構造の条件である。B 棟は通常の施工手順に従う RC 造べた基礎・地盤上の条件
である。1 月 31 日の実験は、設計レベル入力に対する検証の位置づけとし、JMA 神戸波、JR 鷹
取波の 25 %加振および 50 %加振を計画した。その翌日の 2 月 1 日の実験を、設計レベルを超え
る極大地震動に対する検証の位置づけとし、JMA 神戸波の 100 %加振と JR 鷹取波の 100 %加振を
計画した。JMA 神戸波の 100 %加振を一般公開実験とした。 
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ii) 2019 年 2 月 7 日の実験／Phase 2 
A 棟の免震構造を取り外し、新たに基礎固定の条件を準備して、軸組構法住宅の終局限界
を検証する計画とした。B 棟については、基礎下を掘削して鋳鉄支承を敷設し、基礎下の異
なる摩擦性状の影響を考察する計画とした。Phase 1 の実験順序に準じて、JMA 神戸波の 25 %
加振、50 %加振、100 %加振、その後 JR 鷹取波の 100 %加振を計画した。 
iii) 2019 年 2 月 12 日の実験／Phase 3 
A 棟の 1 階に対して補修、補強を施し、耐震性の復旧状況を検証する計画とした。B 棟に
ついては、基礎固定の条件を準備し、枠組壁構法住宅の終局限界を検証する計画とした。時









































図 2  実験条件の変遷と加振計画 
Phase 1: 2019/01/31, 2019/02/01 
Phase 3: 2019/02/12 
土槽 










































図 3 感震ブレーカーの設置状況 
 
表 1 付加計測内容の一覧  
センサ種類 設置建物 取り付け位置 
相関変位センサ A 棟・B 棟 1 階・2 階の床面と天井 
無線通信式加速度計 A 棟・B 棟 1 階・2 階・3 階の床面と天井裏 
LAN 通信式感震計 A 棟・B 棟 1 階・2 階・3 階の床面 
スマートフォン A 棟・B 棟 1 階・2 階・3 階の床面と 2 階壁 
傾斜計 A 棟 1 階・2 階・3 階のサッシ側面 
360 度カメラ A 棟・B 棟 2 階・3 階の室内 
赤外線防犯カメラ A 棟・B 棟 1 階・2 階の室内 
無線通信式ひずみ計 A 棟 2 階のサッシ 
 
c) 数値解析評価 







各サイクルのエネルギー消費を参照する 5)。以下の 3 パターンの解析モデルを考察する。図 5
の左端にモデル化の状況を示す。 
i) In-Cyclic Model 
全体履歴から骨格曲線作成し、これを参照する。1 次剛性は、変形角 1/200 の割線剛性とす
る。2 次剛性は、変形角 1/100 の点と強度低下を開始する点を結んだ線とする。3 次剛性の負
勾配の設定は強度が低下を開始する点から、次のステップのピーク点をめざすこととした。
このように、繰り返し変形によって強度劣化しながら決まった実験骨格曲線に合わせた骨格
曲線をもつモデルを In-Cyclic Model と呼ぶ。 
ii) Strength Deterioration Model 
繰り返し変形を受ける条件の実験から得られる骨格曲線は、変形履歴条件に応じて生じた




を 1 次剛性の 3/1000 とした。第 3 剛性の負勾配は試行錯誤で決めた。 
iii) Normal Bilinear Model 
最大強度の 0.7 倍の強度に対応するステップのピークに原点から向かう直線で開始し、そ




























 B 棟の土槽の骨組製作は 2017 年度に完了しており、2018 年度については、入札等の過程を経て
9 月から、土槽の仕上げ、地盤製作を開始した。また、A 棟の RC 造平板基部の製作もほぼ同時に
開始した。計測機器設置工事は、地盤の製作過程より関連計測機器類の設置を開始し、RC 造基礎
の製作時における歪ゲージ貼付、住宅部分の各種計測機器設置、等々、段階ごとに順次進めた。 
図 6 に試験体の製作準備状況、図 7 に試験体の移動設置状況を示す。B 棟については、土槽内
に地盤を完成後、通常の施工手順に従って、RC 造べた基礎を施工し、順次、上部構造を施工して
いった。A 棟については、RC 造平板と RC 造基礎の間に免震層を施工し、順次上部構造を施工し
ていった。いずれの棟も、1 階のダイニングキッチン、2 階の子供部屋、3 階のリビング等、全て
の居室に、家具、什器、家電類を過不足無く配置した。 




a) In-Cyclic Model  
b) Strength Deterioration Model 
c) Normal Bilinear Model  
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A 棟から、1000 ton キャリーを用いて、屋内に搬入し、準備しておいた鋼製吊り上げフレームを
用いて、400 ton クレーンで振動台東側（写真奥）に設置して行った。1 階ガレージ側を南、1 階リ
ビング側を北とした。続いて、B 棟を振動台西側（写真手前）に設置した。その後、計測機器の結
線他、電柱などの周辺インフラ設備も敷設し、2019 年 1 月 30 日に加振の準備を完了した。 
計測に関する当初の全体計画を以下に記す。 
・埋設配管ひずみ（歪ゲージ）  80 点 
・配管土圧（土圧計）    4 点 
図 6 試験体の製作準備状況 
図 7 試験体の移動設置状況 
(2) B 棟 RC 造べた基礎施工 
(4) A 棟の上部構造施工 (5) 施工現場（左 A 棟、右 B 棟） 
(1) A 棟の設置状況 (2) B 棟の搬入状況 (3) B 棟設置後の電柱敷設時 
(1) B 棟の土槽製作 
(3) B 棟 RC 造べた基礎上に上部構造施工 
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・配管加速度（加速度計）      15 点 
・基礎土圧（土圧計）    9 点 
・層間変位（変位計）   30 点 
・床加速度（三軸加速度計）      114 点 
・柱角速度（三軸ジャイロ）      5 点 
・地盤加速度（加速度計）   30 点 
・基礎水平変位（変位計）    8 点 
・基礎鉛直変位（変位計）   8 点 
・免震層鉛直変位（変位計）      4 点 
・ロッキング・スウェイ（3D 画像計測） 55 点 
・カメラ撮影             20 点 




  Phase 1 における JMA 神戸波の 100 %加振を例にとり、振動台と土槽フレーム上面で記録され
た加速度の時刻歴波形と減衰定数 5 %の加速度応答スペクトルを図 9 に示す。目標とする地震動
を再現でき、振動台と土槽フレームにおいて同等の地震動が入力されたことがわかる。以下、実
図 9 振動台上と土槽フレーム上面の加速度記録分析 
(2) JR 鷹取波 100 % 
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(1) JMA 神戸波 100 % 




































X 方向 Y 方向 









































































図 8 計測機器類の設置状況 




Phase 1 の JMA 神戸波 100%加振における実験状況を図 10 に示す。図 10 (1) には、A 棟と B 棟
の実験直後の様子を示す。いずれも建物自体に大きな損傷は生じなかった。居室内を見ると、耐
震構造の B 棟において、居室内の家具の多くが移動転倒したのに対して、A 棟は免震構造の性能
が発揮され、居室内の家具はほぼ無被害となっている。この時、B 棟では、べた基礎と地盤の間




図 10 (2) に破断状況を示す。一方、ガス管類については、図 10 (3) に示すように、接合部の変形
吸収や管そのものの可とう性により、目立った損傷は生じず、実験の後の圧力検査においても値
が低下することは無かった。 
Phase 3 の JMA 神戸波 100%加振における実験状況を図 11 に示す。A 棟、B 棟ともに、基礎を
図 10 Phase 1 の JMA 神戸波 100%加振における実験状況 
(1) 加振直後の B 棟（耐震構造、左）、A 棟（免震構造、右）の家具の転倒状況 
(2) B 棟における、べた基礎の移動による排水管の破断状況 
加振直後 加振前 















A 棟については、先に実施の基礎を拘束した条件における Phase2 の実験において、JMA 神戸波
100 %加振、JR鷹取波 100 %加振を経験しており、損傷状況に応じて、鋼材を用いたブレース補強
を中心に、耐震性能の復旧を試みた。梁間方向北側では、H 鋼を組み合わせたフレーム補強を用





図 11 Phase 3 の JMA 神戸波 100%加振における実験状況 
(1) B 棟（耐震構造、枠組壁構法）の 1 階脚部の破断の瞬間、右側は A 棟 
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層切り出し試験体に対す













支部 第 91 回研究発
表会 




























































































2019 年 3 月 国内 
高耐震住宅が基礎ごとず
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確認した。静的増分解析結果を図 1-2 に地震応答解析結果を図 1-3 に示す。 
  
        a)伏図                 b)立面図 
図 1-1 試験体形状 
           
 図 1-2 静的増分解析結果        図 1-3 地震応答解析結果 
2) 新しい壁端部ディテールを採用した袖壁付柱の追加性能確認実験 
















 図 2-1 袖壁付き柱試験体の配筋図 
 （左：壁筋定着なし，右：壁筋定着） 
 


























































している。コンクリート強度は 36N/mm2である。図 3-2 に試験体 12NA, 12HN の変形角 1/50 後
のひび割れ性状を示す。いずれの試験体においても壁端部においてコンクリートの圧壊が生じた
が、壁筋定着をせず拘束筋を配した試験体 12HN よりも壁筋定着している試験体 12NA の損傷が











(b) 12NA  



















































1) 日本建築学会：鉄筋コンクリート構造保有水平耐力計算規準 （案）・同解説，2016 
2) American Concrete Institute: Building Code Requirements for Structural Concrete (ACI 
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災害拠点建物の安全度即時評価
および継続使用性即時判定（そ












の 2 非線形解析）、口頭 
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本試験体の耐震設計は、1 次設計用地震力に対して許容応力度設計を行い、層間変形角 1/200 以




図 1 に床伏図、図 2 軸組図を示す。柱、梁の断面と鋼材種別を表 1 に示す。はりパネル複合型
崩壊に対応した柱の耐力比を計算すると X・Y 方向とも各層 1.11 となり、全体崩壊系と判断され











地震応答解析には、質点系モデル、及び立体骨組モデルを用いた。1 次固有周期は 0.9 秒程度と
なった。レベル 2 地震動として告示波（A：八戸位相、B:神戸位相、C:乱数位相）に加えて、EL 
CENTRO 1940 NS 波、TAFT 1952 EW 波および HACHINOHE 1968 NS 波の 3 波、レベル 2 を超え
る地震動として 1995 年兵庫県南部地震 JMA KOBE NS 波を用いた。 
 図 3 に質点系モデルの最大層間変形角、最大塑性率を示す。レベル 2 地震動で最大塑性率 3 程
度、最大層間変形角で 0.02rad 程度となった。JMA KOBE 波では、最大塑性率 4 程度、最大層間変
形角で 0.035rad 程度となった。図 4 に告示波 B と JMA KOBE 波の立体骨組モデルの部材の最大


















表 1 代表断面 
















4 0.25 1008 252 453 1.80 0.25 1008 252 395 1.57
3 0.25 1465 366 658 1.80 0.25 1465 366 574 1.57
2 0.25 1835 459 824 1.80 0.25 1835 459 718 1.57


































図 3 応答解析結果 
(a)告示波 B (b)JMA KOBE




















































図 1 床伏図 
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(a)１通 (b)A 通 







 Ｅ－ディフェンス実験棟の 400t 天井クレーンを用いた試験体の吊り上げについて検討した。




























































図 5 損傷状況 
 
図 6 配管の伝達関数 
(i) 医療ガス
(ii) 冷媒管
(a) 完全拘束 (b) 完全自由
 
図 7 実験概略図 
      























   
(a) 立面図                     (b) 平面図           (c) 内部の様子 
図 10 天井―機器の相互干渉評価用試験体  
 
表 3 機器の固有振動数 
Component 
ARX identifications 
First frequency [Hz] First modal damping ratio [%] 
AC-1375 w/ brace 2.30 0.5 
AC-1375 w/o brace 0.94 0.4 
AC-920 w brace 3.12 0.5 
AC-920 w/o brace 1.78 1.2 
Light-1375 1.16 0.8 















 そこで、IoT（Internet of Things）用途での活用が期待されている Sigfox 規格に対応した動ひず





図 11 に開発した計測装置および実験結果を示す。計測装置にはピエゾ素子センサーを 4CH 接





   
(a)動ひずみ計測装置  (b) 試験体への設置状況        (c) 計測結果 
図 11 Sigfox 規格による動ひずみ計測 
 
(c) 結論ならびに今後の課題 













































Input Ratio of original WN wave
Dynamic Strain at A6CA-CH1
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a)  被害判定フローを策定する。 
b)  収集した各映像データに対し、a)で設定したフローに従い、定性的被害状況（人が感じ
る被害の大小）と定量的被害状況（食器棚が倒れている等）を整理する。 
c)  定性的被害状況と定量的被害状況を確認する。 
 
 
図 2 検討のフロー 
 
ここでは、Ｅ－ディフェンスにおける振動実験映像 1)を用いた。表 1 に検討に用いたカメラ映










の分岐を設けた。被害状況は大・中・小・無の 4 段階に分けており、被害大は AIS 3.0～4.0（重
い打撲～骨折/内臓破裂）、中は AIS1.5～3.0（軽い打撲～重い打撲）、小は AIS1.0～1.5（擦り傷～















住宅 オフィス 病院 学校 その他



















図 3 被害判定フロー 
 
図 4 被害判定フローによる判定例 
 

































































 図 5 定性的被害状況判定結果 図 6 定性的被害状況判定結果 
 （被害：大） （被害：小～大） 
 
 





















































本年度は、図 10 に示す IT 強震計（簡易地震計）、図 11 示すスマートフォン、図 12 に示す
感震ブレーカーを対象とし、E－ディフェンス実験試験体に設置した。表 4 は、上記 3 デバイス















表 4 各デバイスのセンサ部情報  
          
   IT 強震計 ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ 感震ﾌﾞﾚｰｶｰ  
 大きさ (mm) 95×95×72 123×59×6 50×107×60  
 加速度センサ MEMS MEMS MEMS  




±2450 ±2000 ±2000  
 ノイズレベル 0.1gal 以下 2gal 程度 10gal 程度  




E－ディフェンス試験体は図 14 に示す 3 階建て住宅 2 棟である。住宅は耐震等級 3 の軸組み
構造と枠組み構造である。試験体木造住宅の一次固有周期は長辺方向が 0.17sec、短辺方向が
0.23sec であった。実験は 2019 年 1 月 31 日、2 月 1 日、7 日、12 日の 4 日間である。ここで
は、2 月 7 日に実施された JMA 神戸波 100%加振の記録を示す。 
 
 
図 14 実物木造住宅を対象とした E－ディフェンス実験 
 



































IT 強震計 (長辺方向) 
ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ (長辺方向) 
感震ﾌﾞﾚｰｶｰ (長辺方向) 
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          データ取得率 = �1 − 欠測個数
センサ数×加振回数


















Swing Minder (四国総合研究所)  センサ 4 台 
親器 1 台 
ルータ 1 台 





Swing Minder Ⅱ (四国総合研究所)   センサ 10 台 
親器 1 台 
ルータ 1 台 







G-Link (LORD)  センサ 10 台 
親器 2 台 
ルータ 1 台 




iPod Touch (Apple) センサ 4 台 










センサ名 Sonas Swing Minder Swing Minder Ⅱ G-Link iPod 
センサ数 10 4 10 10 4 
加振回数 26 26 26 26 26 
欠測数 2 17 35 58 30 
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2019 年 3 月 国内 



























































































4.1 サブプロジェクト（c） 運営委員会議事録 
(1)第 4 回 (平成 30 年度第 1 回) 運営委員会 
１．日 時  平成 30 年 6 月 11 日（月）15 時 00 分～18 時 00 分 
 
２．場 所  早稲田大学 西早稲田キャンパス 55 号館 S 棟 5 階 首都圏レジリエンス PJ 会議室 
 
３．議 題      (1) 前回議事録確認前回議事録確認 
 (2) 今年度の業務計画 
 (3) 各課題研究会報告(今年度研究計画等) 
 (4) 今年度の首都圏レジリエンスプロジェクトの活動 
 (5) その他(今後の日程等) 
 
４．配付資料 4-1 前回議事録(案) 
 4-2 今年度の業務計画 
 4-3 研究会審議内容 
4-3-1  ① 簡易・広域センシングを用いた広域被害推定・危険度判定 
4-3-2  ② 災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時判定 
4-3-3  ② 災害時重要施設の高機能設備性能評価と機能損失判定 
4-3-4  ④ 室内空間における機能維持 
 4-4 平成 30 年度 首都圏レジリエンスプロジェクト全体活動およびデータ利活
用協議会活動の予定 
 4-5 委員名簿および会議開催予定 
 
５．出席者 
  氏 名  所 属 
研究統括 西谷 章 早稲田大学 理工学術院 
研究統括 梶原 浩一 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 長江 拓也 国立大学法人名古屋大学 減災連携研究センター 
委員 楠 浩一 国立大学法人東京大学 地震研究所 
委員 倉田 真宏 国立大学法人京都大学 防災研究所 
委員 井上 貴仁 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 佐藤 栄児 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
オブザーバー 後藤 祐輔 文部科学省研究開発局 地震・防災研究課 防災科学技術推進室 
オブザーバー 山田 豊 文部科学省研究開発局 地震・防災研究課 防災科学技術推進室 
オブザーバー 古屋 貴司 (国) 防災科学技術研究所 首都圏レジリエンス研究センター 
















・ 平成 30 年度 首都圏レジリエンスプロジェクト全体活動およびデータ利活用協議会
活動の予定が示され、議論した。 





・ Journal of Disaster Research の特別号については、西谷先生がサブプロ C の全体
説明の論文を執筆されるということで調整する。 
・ 委員名簿および今年度の運営委員会の開催日時を確認した。 
第 05 回 (平成 30 年度 第 2 回) ＝ 9/14 (金)  15:00～18:00 
第 06 回 (平成 30 年度 第 3 回) ＝ 2/25 (月)  15:00～18:00 
  
(2)第 5 回 (平成 30 年度第 2 回) 運営委員会 
１．日 時  平成 30 年 9 月 14 日（金）15 時 00 分～18 時 00 分 
 
２．場 所  早稲田大学 西早稲田キャンパス 55 号館 S 棟 5 階 首都圏レジリエンス PJ 会議室 
 
３．議 題      (1) 前回議事録確認前回議事録確認 
 (2) 研究会報告(今年度研究進行状況) 
 (3)  E－ディフェンス実験における付加計測 
 (4) 平成 30 年度第 3 回データ利活用協議会 シンポジウム 




４．配付資料 5-1 前回議事録(案) 
 5-2 研究会審議内容 
5-2-1  ① 簡易・広域センシングを用いた広域被害推定・危険度判定 
5-2-2  ② 災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時判定 
5-2-3  ③ 災害時重要施設の高機能設備性能評価と機能損失判定 
5-2-4  ④ 室内空間における機能維持 
5-2-5  ⑤ データ収集・整備と被害推定システム構築のためのデータ管理・利活
用検討 
 5-3 E－ディフェンス実験における付加計測について 
 5-4 平成 30 年度第 3 回データ利活用協議会 シンポジウムについて 
 
５．出席者 
  氏 名  所 属 
研究統括 西谷 章 早稲田大学 理工学術院 
研究統括 梶原 浩一 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 長江 拓也 国立大学法人名古屋大学 減災連携研究センター 
委員 楠 浩一 国立大学法人東京大学 地震研究所 
委員 倉田 真宏 国立大学法人京都大学 防災研究所 
委員 井上 貴仁 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 佐藤 栄児 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 



















・ 平成 30 年度第 3 回データ利活用協議会 シンポジウムについて説明があり、議論
した。12 月 5 日のデ活イベントは、RC 建物の話題を中心に講演者の手配を楠先生
にお願いする。 
・ 今年度の運営委員会の開催日時を確認した。 
第 06 回 (平成 30 年度 第 3 回) ＝ 2/25 (月)  15:00～18:00 
 
 
(3)第 6 回 (平成 30 年度第 3 回) 運営委員会 
１．日 時  平成 31 年 2 月 25 日（月）15 時 00 分～18 時 00 分 
 
２．場 所  早稲田大学 西早稲田キャンパス 55 号館 S 棟 5 階 首都圏レジリエンス PJ 会議室 
 
３．議 題      (1) 前回議事録確認前回議事録確認 
 (2) 研究会報告(今年度研究進行状況) 
 (3) その他(建築学会大会投稿、次年度の日程等) 
 
４．配付資料 6-1 前回議事録(案) 
 6-2 研究会審議内容 
6-2-1  ① 簡易・広域センシングを用いた広域被害推定・危険度判定 
6-2-2  ② 災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時判定 
6-2-3  ③ 災害時重要施設の高機能設備性能評価と機能損失判定 
6-2-4  ④ 室内空間における機能維持 
6-2-5  ⑤ データ収集・整備と被害推定システム構築のためのデータ管理・利活
用検討 
 6-3 学会投稿論文について 
 
５．出席者 
  氏 名  所 属 
研究統括 西谷 章 早稲田大学 理工学術院 
研究統括 梶原 浩一 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 楠 浩一 国立大学法人東京大学 地震研究所 
委員 倉田 真宏 国立大学法人京都大学 防災研究所 
委員 井上 貴仁 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 佐藤 栄児 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 中村 いずみ (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
委員 河又 洋介 (国) 防災科学技術研究所 兵庫耐震工学研究センター 
オブザーバー 山田 豊 文部科学省研究開発局 地震・防災研究課 防災科学技術推進室 
59 
 
オブザーバー 金子 雅彦 文部科学省研究開発局 地震・防災研究課 防災科学技術推進室 













































道支部 第 91 回研
究発表会 
2018 年 6 月 国内 
3 層木造住宅の外構面下
層切り出し試験体に対す
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Damage State Classification 
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Damage State Classification 
of Expansion Joints Based on 
Shake Table Test 
Part II: Fragility Analysis，
口頭 
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（採択） 
国内 
Damage Sequence and 
Safety Margin Assessment 
of Expansion Joints by 








2019 年 1 月 国際 
Fragility Function 
Development and Seismic 








































2019 年 3 月 国内 
高耐震住宅が基礎ごと
ずれる 
 日経ビルダー 2019 年 4 月 国内 
地震の建物損傷を簡単
判断へ実験 
























































サブプロジェクト(C) 研究統括 西谷章、梶原浩一 
 
 
